
1 

岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金交付要綱  

 

（総則） 

第１条 県は、伝統産業に係る組合等及び事業者（以下「補助事業者」という。）が行うデジタ

ル活用をはじめとする販路・需要拡大事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付

するものとし、その交付に関しては、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）組合等 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 伝統的工芸品産業の振興に関する法律（昭和４９年法律第５７号。以下「伝産法」と

いう。）第２条第１項の規定により伝統的工芸品として指定を受けた工芸品に係る団体 

イ 岐阜県郷土工芸品指定要綱第４条第１項の規定により郷土工芸品として指定を受け

た工芸品に係る団体 

（２）事業者 組合等の構成員又は岐阜県郷土工芸品指定要綱第４条第１項の規定により指定

を受けた郷土工芸品を製造する製造者及び伝統工芸品販売者等をいう。 

（３）伝統産業 伝産法第２条第１項の規定により指定を受けた伝統的工芸品又は岐阜県郷土

工芸品指定要綱第４条第１項の規定により指定を受けた郷土工芸品に係る製造業及び販

売業をいう。 

 

（欠格事由）  

第３条 第１条の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助金の交付の対象としない。  

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。次  

号において「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）  

（２）暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  

（３）役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称  

を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括する権限  

を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。以下同じ。）を、法人以外の団体にあっては  

代表者、理事その他法人における役員及び使用人と同等の責任を有する者を、個人にあっ  

てはその者及びその使用人をいう。以下同じ。）が暴力団員であるなど、暴力団がその経  

営又は運営に実質的に関与している個人又は法人その他の団体（以下この条において「法  

人等」という。）  

（４）役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人又は  

法人等 

（５）役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害  

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日か  

ら５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用している個人又は法人等 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、  

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人等 

（７）役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を  

有している個人又は法人等 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であること  

を知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用し  

ている個人又は法人等  

（９）県税を完納していない者  

 

（補助事業等） 
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第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及び経費（以下「補助対

象経費」という。）、補助上限額並びに補助金の額は、別表１のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、県及び県の外郭団体の補助金の交付の対象となる事業並びに県

及び県の外郭団体が主体となって実施する事業に参画する事業は、補助金の交付の対象とし

ない。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金交付申請書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。 

２ 補助金交付申請書には、別記第１号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 補助金交付申請書の提出期限は、知事が別に定める。 

４ 補助金の交付の申請をしようとする者は、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対

象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８

号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に

補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただ

し、申請時において当該消費税等仕入控除額が明らかではないものについては、この限りでな

い。 

 

（補助事業の着手時期） 

第６条 補助事業の着手時期は、交付決定のあった日以後でなければならない。ただし、事業

の性格上又はやむを得ない理由があると知事が特に認めた場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定の適用を受けようとする者は、補助金交付申請書に事前着手理由書

（別記第２号様式）を添付するものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第７条 補助金交付決定通知書の様式は、別記第３号様式のとおりとする。 

２ 規則第７条の規定により交付決定の通知を行う場合において、第５条第４項の規定により

補助金に係る消費税等仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、

これを審査し、適正と認めたときには、当該消費税等仕入控除税額を減額するものとする。 

３ 知事は、第５条第４項ただし書の規定の適用を受けて交付申請がなされたものについては、

補助金に係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定時において減額を行うこと

とし、その旨の条件を付して交付の決定を行うものとする。 

４ 知事は、補助金の交付の決定に当たっては、必要に応じ、専門家の意見を聴取することがで

きる。 

 

（補助金の交付の条件） 

第８条 補助金の交付決定には、次に掲げる条件が付されているものとする。 

（１） 補助事業に要する経費の配分の変更（補助対象経費の総額の２０％を超えない配分

の変更を除く。）をする場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

（２） 補助事業の内容の変更（補助対象経費の総額の２０％を超えない減額並びに補助金

の交付の目的及び補助事業の能率に影響を及ぼさない範囲の変更を除く。）をする場合

は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

（３） 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

（４） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、その旨を速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

（５）  補助事業の完了により補助事業者に相当の収益が生ずると認められる場合において

は、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることがある。 
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２ 前項第１号から第３号までの規定により知事の承認を受けようとする場合の申請書及び前 

 項第４号の規定による報告をする場合の報告書の様式は、次の各号に掲げる区分に応じ、それ   

ぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

（１） 前項第１号及び第２号の承認 事業経費配分（内容）変更承認申請書（別記第４号様

式） 

（２）前項第３号の承認 事業中止（廃止）承認申請書（別記第５号様式） 

（３）前項第４号の規定による報告 事業遅延等報告書（別記第６号様式） 

 

（申請の取下げ） 

第９条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることができるのは、補助金の交付

の決定の日から２０日以内とする。 

 

（実績報告） 

第１０条 実績報告書の様式は、別記第７号様式のとおりとする。 

２ 実績報告書には、別記第７号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 実績報告書の提出期限は、補助事業の完了（補助事業の廃止又は中止の承認を受けた場合

を含む。以下同じ。）の日から起算して３０日を経過した日又は交付決定の日の属する年度

の２月末日のいずれか早い日とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、知事は、実績報告書の提出期限について、必要に応じて別に定

めることができる。 

５ 実績報告書の提出を行う場合において、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかなと

きは、当該消費税等仕入控除税額を減額して提出しなければならない。 

６ 補助事業の完了により補助事業者に相当の収益が生ずると認められる場合は、その交付し

た補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることができる。 

 

（補助金の額の確定） 

第１１条 補助金の額の確定通知書の様式は、別記第８号様式のとおりとする。 

 

（補助金の交付時期等） 

第１２条 この補助金は、規則第１４条の規定による補助金の額の確定後に交付するものとす

る。ただし、知事が必要と認めたときは、概算払により交付することができる。 

２ 補助事業者は、別に知事が指定するところにより、補助金交付請求書（別記第９号様式）を

知事に提出しなければならない。 

 

（暴力団の排除等） 

第１３条 規則第４条の規定による申請があった場合において、当該申請をした者が第３条の

規定に該当するときは、知事は、その者に対して、補助金の交付をしないものとする。 

２ 知事は、規則第５条の規定による交付決定をした後において、当該交付決定を受けた者が第

３条の規定に該当することが明らかになったときは、規則第１７条第１項の規定により、補助

金の交付決定を取り消すものとする。 

３ 前項の場合において、既に補助金が交付されているときは、知事は、規則第１８条の規定に

より補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助事業者は、補助事業の完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係

る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第１０号様式により速やかに知事に報告

しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による報告があった場合は、当該消費税等仕入控除税額に相当する額
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の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（実施結果の状況報告等） 

第１５条 補助事業者は、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度に、知事の求めがあったと

きは、当該補助事業に係る販路・需要拡大状況等について事業実施後状況等報告書（別記第１

１号様式）を作成し、知事の定める日までに知事に報告しなければならない。 

 

（成果の発表） 

第１６条 知事は、補助事業で実施した事業の成果について必要があると認めるときは、補助事

業者に発表させることができるものとする。 

 

（財産の処分制限） 

第１７条 規則第２１条第２号の機械及び重要な器具で知事の定めるものは、取得価格又は効

用の増加価格が単価５０万円以上の機械及び器具とする。 

２ 規則第２１条ただし書の知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

３ 補助事業者が規則第２１条の規定により知事の承認を受けて財産を処分したことにより収

入があったときは、知事は、その収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

（書類、帳簿等の保存期間） 

第１８条 規則第２２条の知事の定める期間は、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度以

後５年間とする。 

 

（書類の提出部数等） 

第１９条 この要綱により補助事業者が提出する書類の部数は、１通とする。 

 

（補助事業の表示） 

第２０条 補助事業者は、補助事業について県からの補助金を受けて実施する旨を別表２に定

めるところにより表示するものとする。 

２ 前項の表示に要する経費は、補助対象経費とする。 

 

（立入検査等） 

第２１条 知事は、この要綱に基づく補助金に係る予算の執行の適正を期するために必要があ

るときは、補助事業者に対して報告させ、又は当該事務担当職員にその事務所、事業場等に立

ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関し必要な事項は、別に知事が定

める。 

  

 

 

   附  則  

 この要綱は、令和４年度分の予算に係る補助金から適用する。 

   附  則  

 この要綱は、令和６年度分の予算に係る補助金から適用する。 
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別表１（第４条関係） 

  １ 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 補助対象経費に占める旅費の割合が 50％以上の事業は、補助の対象外とする。 

３ 人件費、食糧費（会議における飲食費等をいう。）、振込手数料、各種添付書類の発行手数料及び消費税等（海外で課税される付加価値税（ＶＡＴ）等を含む。）は、補助

の対象外とする。 

４ ビジネスクラス、グリーン車等特別に付加された料金は、補助の対象外とする。 

５ 補助対象経費に占める委託料の割合が 60％以上の商品開発・改良事業は、補助の対象外とする。    

６ 交付申請の日の属する年度の前年度に国又は県の補助を受けてＥＣサイトを構築又は改修した場合は、ＥＣサイトの構築費又は改修費は、補助の対象外とする。 

７ 伝統工芸品販売業者等が（１）デジタル活用事業又は（２）展示会等出展事業を行う場合は、伝統的工芸品・郷土工芸品の展示、販売又は掲載を EC サイト、出展ブー

ス面積、PR ツール等の半分以上で行わない事業は、補助の対象外とする。 

補助事業 補助対象経費 補助上限額 補助金の額 

（１）デジタル活

用事業 

 

 

ＥＣサイトの構築・改修、ＥＣサイトでのフェア開催、情報発信に要する次の経費 

 ①ＥＣサイトの構築・改修を行うもの 

   ＥＣサイトの構築費又は改修費（ページデザイン作成費、ウェブ作成費及び商品画像等作成費）、委

託料（サイト構築、改修に必要な経費として支出したものに限る。）、作成ソフト購入費、ドメイン

取得料その他知事が認める経費 

②ＥＣサイトでのフェア開催を行うもの 

 広告宣伝費、販売物品の送料、印刷製本費、通信運搬費、委託料（ＥＣサイトでのフェア開催を行

うために必要な経費として支出したものに限る。）その他知事が認める経費 

③情報発信を行うもの 

 ツール制作費（動画作成費、Web カタログ製作費及び写真撮影費）、サイトプロモーション経費（Web

広告費）、翻訳料、委託費（情報発信を行うものに相当する経費として支出したものに限る。）その

他知事が認める経費 

組合等 

1,000千円 

 

事業者 

300千円 

補助対象経費の実支出額に

２分の１以内の割合を乗じて

得た額と補助上限額とを比較

して小さい方の額 

（２）展示会等出

展事業 

 

 

国内外の展示会、見本市、商談会、物産展等への出展・開催に要する次の経費 

旅費（委員旅費、専門家旅費及び職員旅費）、出展料、会場借料、会場整備費、広告宣伝費、印刷費、

通信運搬費、通訳料、翻訳料、消耗品費、雑役務費、保険料、委託料（展示会等出展事業を一部委託

したものに限る。）その他知事が特別に必要と認める経費 

（３）商品開発・

改良事業  

 

 

商品開発又は改良に要する次の経費 

専門家謝金、専門家旅費、事務費（外注加工費、原材料購入費並びに機器及び道具類借料）、委託料（商

品開発・改良事業の一部を委託する経費及びコンサルタント料に限る。）その他知事が特別に必要と

認める経費 
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別表２（第２０条関係） 

 

補助事業の標準的な表示方法 
 

看板、銘板、広報誌、チラシ、パンフレット、ＥＣサイト等 

 

表示内容 
 

 

 

この（イベント名、事業名）は、岐阜県 からの補助金を受けています。 

 

 

                  〇年〇月〇日 

                  補助事業者名             

 （注） 

  １ 表示箇所は、紙面等の許す範囲とする。 

  ２ 表示された広報誌、チラシ、パンフレット、ＥＣサイト等については、第１０条に規定
する実績報告書に添付するものとする。 

  ３ 構築部等への表示のように実績報告書への添付ができない場合は、構築物等への表示
が分かる写真を実績報告書に添付すること。 

表 示 


